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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等 

番 号 件   名 

報 告 第 １ 号 令和３年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

報 告 第 ２ 号 令和３年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

議 案 第 １ 号 教育長の任命について 

議 案 第 ２ 号 教育委員会の委員の任命について 

議 案 第 ３ 号 損害賠償の額を定めることについて 

議 案 第 ４ 号 陸前高田市立社会教育施設整備基金条例を廃止する条例 

議 案 第 ５ 号 
下水道事業等の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整理に関

する条例 

議 案 第 ６ 号 

陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動

用自動車の使用並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する

条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ７ 号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ８ 号 
陸前高田市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例の一部を

改正する条例 

議 案 第 ９ 号 
陸前高田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例

の一部を改正する条例 

議 案 第 10 号 令和４年度陸前高田市一般会計補正予算（第３号） 

議 案 第 11 号 令和４年度陸前高田市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 



番 号 件   名 

議 案 第 12 号 
令和４年度陸前高田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号） 

議 案 第 13 号 
令和４年度陸前高田市漁業集落排水事業特別会計補正予算（第

１号） 

議 案 第 14 号 
令和４年度陸前高田市国民健康保険特別会計補正予算（第２

号） 

議 案 第 15 号 令和４年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

議 案 第 16 号 令和４年度陸前高田市水道事業会計補正予算（第２号） 

議 案 第 17 号 令和３年度陸前高田市一般会計歳入歳出決算 

議 案 第 18 号 令和３年度陸前高田市下水道事業特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 19 号 令和３年度陸前高田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 20 号 令和３年度陸前高田市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 21 号 令和３年度陸前高田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 22 号 令和３年度陸前高田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 23 号 令和３年度陸前高田市介護保険特別会計歳入歳出決算 

議 案 第 24 号 令和３年度陸前高田市水道事業会計決算 

議 案 第 25 号 令和３年度陸前高田市及び大船渡市営林組合会計歳入歳出決算 

 



 

‐１‐ 

報告第１号 

令和３年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

 令和３年度陸前高田市健全化判断比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

（単位：％）  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － １４．５ － 

（１４．０１） （１９．０１） （２５．０） （３５０．０） 

（上段：当市比率（傍線：該当なし）、下段：早期健全化基準）  

 

令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  



 

‐２‐ 

報告第２号 

令和３年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

 令和３年度陸前高田市資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

令和３年度陸前高田市下水道事業特別会計 ― 

令和３年度陸前高田市農業集落排水事業特別会計 ― 

令和３年度陸前高田市漁業集落排水事業特別会計 ― 

令和３年度陸前高田市水道事業会計 ― 

（傍線：該当なし）  

 

令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  



１－１ 

議案第１号 

   教育長の任命について 

 次の者を陸前高田市教育委員会の教育長に任命することについて、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定によ 

り、議会の同意を求める。 

 

 住  所   

 氏  名  山 田 市 雄 

 生年月日   

 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 教育長の任期満了に伴い、その後任を任命しようとして提案するものである。  



１－２ 

 参考資料 

 

経   歴   書 

 

  

 



２－１ 

議案第２号 

   教育委員会の委員の任命について 

 次の者を陸前高田市教育委員会の委員に任命することについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

 住  所   

 氏  名  木 下 邦 男 

 生年月日   

 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 教育委員会の委員の１人の任期が令和４年９月３０日をもって満了することに伴い、

その後任を任命しようとして提案するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－２ 

 参考資料 

 

経   歴   書 

 



３－１ 

議案第３号 

   損害賠償の額を定めることについて 

 側溝に設置した縞鋼板の跳ね上がりにより民間車両に損傷を与えた事故について、

次のとおり損害賠償の額を定めるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１３号の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 損害賠償の相手方 

  省略 

 

２ 損害賠償の額 

  ３４，８２６円 

 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太 

 

 

提案理由 

市道小黒山２号線において、側溝に設置した縞鋼板が跳ね上がり、民間車両の車体

底部に損傷を与えた事故について、損害賠償の額を定めようとして提案するものであ

る。 



 

４－１ 

議案第４号 

陸前高田市立社会教育施設整備基金条例を廃止する条例 

陸前高田市立社会教育施設整備基金条例（平成２３年条例第１９号）を廃止する条

例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太 

 

 

提案理由 

東日本大震災により被災を受けた社会教育施設整備が完了したことに伴い、陸前高

田市立社会教育施設整備基金条例を廃止しようとして提案するものである。 



 

４－２ 

陸前高田市立社会教育施設整備基金条例を廃止する条例 

 

 

陸前高田市立社会教育施設整備基金条例（平成２３年条例第１９号）は、廃止す

る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



 

５－１ 

 

議案第５号 

   下水道事業等の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整理に関する条例 

 下水道事業等の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のと

おり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の

規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 下水道事業等の地方公営企業法適用に伴い、所要の改正等をしようとして提案する

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５－２ 

 

   下水道事業等の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 

 （陸前高田市部等設置条例の一部改正） 

第１条 陸前高田市部等設置条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

 （分掌事務） 

第３条 部等の分掌事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 建設部 

  ア～ウ ヽヽヽ（略） 

  エ 下水道に関すること。 

  オ～ク ヽヽヽ（略） 

 ⑺ ヽヽヽ（略） 

（分掌事務） 

第３条 部等の分掌事務は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 建設部 

  ア～ウ ヽヽヽ（略） 

 

  エ～キ ヽヽヽ（略） 

 ⑺ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市附属機関設置条例の一部改正） 

第２条 陸前高田市附属機関設置条例（昭和３０年条例第７０号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （設置） 

第１条 本市に地方自治法（昭和２２年法律第 

 ６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、次の附属機関を置く。 

 ⑴～⑻ ヽヽヽ（略） 

 

 （設置） 

第１条 本市に地方自治法（昭和２２年法律第 

 ６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、次の附属機関を置く。 

 ⑴～⑻ ヽヽヽ（略） 

 ⑼ 陸前高田市下水道事業審議会 

 （調査審議事項） 

第２条 前条の附属機関は、次の各号に掲げる附

属機関に応じ、当該各号に定める事項を調査審

議する。 

 ⑴～⑻ ヽヽヽ（略） 

 （調査審議事項） 

第２条 前条の附属機関は、次の各号に掲げる附

属機関に応じ、当該各号に定める事項を調査審

議する。 

 ⑴～⑻ ヽヽヽ（略） 

 ⑼ 陸前高田市下水道事業審議会 本市の下水

道事業の運営に関する必要な事項 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市行政手続条例の一部改正） 

第３条 陸前高田市行政手続条例（平成８年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 



 

５－３ 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価

審査委員会若しくは水道事業管理者の権限を

有する市長       （以下「市長等」

という。）若しくは消防本部等若しくはこれ

らに置かれる機関又はこれらの機関の職員で

あって法令上独立に権限を行使することを認

められた職員をいう。 

 ⑺及び⑻ ヽヽヽ（略） 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価

審査委員会若しくは水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「市長等」

という。）若しくは消防本部等若しくはこれ

らに置かれる機関又はこれらの機関の職員で

あって法令上独立に権限を行使することを認

められた職員をいう。 

 ⑺及び⑻ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正） 

第４条 陸前高田市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成 

１９年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 市の機関 市長、議会、教育委員会、選挙

管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資

産評価審査委員会若しくは水道事業管理者の

権限を行う市長        （以下「市

長等」という。）若しくは消防本部若しくは

これらに置かれる機関又はこれらの機関の職

員であって法令上独立に権限を行使すること

を認められたものをいう。 

 ⑶～⑽ ヽヽヽ（略） 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 市の機関 市長、議会、教育委員会、選挙

管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資

産評価審査委員会若しくは水道事業及び下水

道事業の管理者の権限を行う市長（以下「市

長等」という。）若しくは消防本部若しくは

これらに置かれる機関又はこれらの機関の職

員であって法令上独立に権限を行使すること

を認められたものをいう。 

 ⑶～⑽ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市情報公開条例の一部改正） 

第５条 陸前高田市情報公開条例（平成１６年条例第１０号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価

審査委員会、水道事業管理者の権限を行う市

長        、消防本部及び議会をい

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価

審査委員会、水道事業及び下水道事業の管理

者の権限を行う市長、消防本部及び議会をい



 

５－４ 

 

う。 

 ⑵ ヽヽヽ（略） 

う。 

 ⑵ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市職員定数条例の一部改正） 

第６条 陸前高田市職員定数条例（昭和４８年条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、議会、市長、教育委員会、

選挙管理委員会、監査委員及び農業委員会の事

務部局、学校、学校以外の教育機関、消防機 

関及び水道事業      に常時勤務する一

般職の職員（６月以内の期間を定めて雇用され

る者、休職中の者、他の地方公共団体に派遣さ

れた者及び公益的法人等に派遣された者で市長

が承認したものを除く。）の定数を定めるもの

とする。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、議会、市長、教育委員会、

選挙管理委員会、監査委員及び農業委員会の事

務部局、学校、学校以外の教育機関、消防機

関、水道事業及び下水道事業に常時勤務する一

般職の職員（６月以内の期間を定めて雇用され

る者、休職中の者、他の地方公共団体に派遣さ

れた者及び公益的法人等に派遣された者で市長

が承認したものを除く。）の定数を定めるもの

とする。 

 （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑼ ヽヽヽ（略） 

 ⑽ 水道事業        １３人 

 （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑼ ヽヽヽ（略） 

 ⑽ 水道事業及び下水道事業 １３人 

 （分課等別の職員の定数） 

第３条 前条に掲げる事務部局、学校、学校以外

の教育機関、消防機関及び水道事業あああああ

あの内部組織分課等別の定数は、任命権者が定

める。 

 （分課等別の職員の定数） 

第３条 前条に掲げる事務部局、学校、学校以外

の教育機関、消防機関、水道事業及び下水道事

業の内部組織分課等別の定数は、任命権者が定

める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正） 

第７条 陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条

例第２４号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （指定管理者の募集） 

第２条 市長、教育委員会又は水道事業管理者の

権限を行う市長        （以下「市長

等」という。）は、指定管理者に公の施設の管

理を行わせようとするときは、当該公の施設

（以下「当該施設」という。）に係る指定管理

者の指定を受けようとする団体を公募するもの

とする。ただし、次の各号のいずれかに該当す

るときは、この限りでない。 

 ⑴～⑶ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

 （指定管理者の募集） 

第２条 市長、教育委員会又は水道事業及び下水

道事業の管理者の権限を行う市長（以下「市長

等」という。）は、指定管理者に公の施設の管

理を行わせようとするときは、当該公の施設

（以下「当該施設」という。）に係る指定管理

者の指定を受けようとする団体を公募するもの

とする。ただし、次の各号のいずれかに該当す

るときは、この限りでない。 

 ⑴～⑶ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 
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備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市小規模給水施設設置条例の一部改正） 

第８条 陸前高田市小規模給水施設設置条例（昭和６３年条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （目的） 

第１条 この条例は、陸前高田市水道事業の設置

等に関する条例  （昭和４３年条例第５号。

以下「水道事業設置条例」という。）第２条第

２項に規定する区域外で、生活用水その他の浄

水を確保することが困難な地区に、公衆衛生の

向上及び生活環境の改善に資するため、小規模

給水施設を設置して、清浄な水の供給を図るこ

とを目的とする。 

 （目的） 

第１条 この条例は、陸前高田市上下水道事業の

設置等に関する条例（昭和４３年条例第５号。

以下「水道事業設置条例」という。）第２条第

２項に規定する区域外で、生活用水その他の浄

水を確保することが困難な地区に、公衆衛生の

向上及び生活環境の改善に資するため、小規模

給水施設を設置して、清浄な水の供給を図るこ

とを目的とする。 

 （管理） 

第５条 小規模給水施設は、陸前高田市水道事 

 業が管理する。ああああああああああああああ

ああああああああああ   

２ 前項の管理については、市長が適当と認める

公共的団体に委託することができる。 

 （管理） 

第５条 小規模給水施設は、陸前高田市水道事

業、又は市長が適当と認める公共的団体に管理

を委託することができる。 

 （経理） 

第６条 小規模給水施設の管理に係る収支は、水

道事業設置条例第３条の２に規定する特別会計

に計上して経理する。 

 

 （一般会計からの繰出し） 

第７条 小規模給水施設の管理に係る収支に不足

額を生じたときは、その不足する額を一般会計

から繰り出すものとする。 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市農業集落排水施設条例の一部改正） 

第９条 陸前高田市農業集落排水施設条例（平成１１年条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （新設等の承認） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下

「新設等」という。）を行おうとする者は、あ

らかじめその計画が規則で定める排水設備の設

計基準に適合するものであることについて、市

長ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああの承認を受けなけれ

ばならない。承認を受けた事項を変更しようと

するときも、同様とする。 

 （新設等の承認） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下

「新設等」という。）を行おうとする者は、あ

らかじめその計画が規則で定める排水設備の設

計基準に適合するものであることについて、下

水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「権

限を行う市長」という。）の承認を受けなけれ

ばならない。承認を受けた事項を変更しようと

するときも、同様とする。 
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 （排水設備の工事の施行） 

第６条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」

という。）は、陸前高田市下水道条例（平成 

 １０年条例第２６号）第７条に規定する市長あ

あああ が指定した者の監理の下において、同

条に規定する排水設備工事指定店でなければ行

ってはならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （排水設備の工事の施行） 

第６条 排水設備の新設等の工事（以下「工事」

という。）は、陸前高田市下水道条例（平成 

 １０年条例第２６号）第７条に規定する権限を

行う市長が指定した者の監理の下において、同

条に規定する排水設備工事指定店でなければ行

ってはならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （排水設備の工事の検査） 

第７条 排水設備の新設等を行った者は、その工

事を完了したときは、工事の完了した日から５

日以内にその旨を市長あああああに届け出て、

検査を受けなければならない。 

（排水設備の工事の検査） 

第７条 排水設備の新設等を行った者は、その工

事を完了したときは、工事の完了した日から５

日以内にその旨を権限を行う市長に届け出て、

検査を受けなければならない。 

 （利用開始等の届出） 

第９条 利用者は、排水施設の利用を開始し、休

止し、若しくは廃止し、又は再開しようとする

ときは、利用を開始する年月日、世帯員の数そ

の他規則で定める事項について、あらかじめ市

長あああああに届け出なければならない。 

２ 利用者は、前項の規定により届け出た事項に

変更があったときは、速やかに、市長ああああ

あに届け出なければならない。 

 （利用開始等の届出） 

第９条 利用者は、排水施設の利用を開始し、休

止し、若しくは廃止し、又は再開しようとする

ときは、利用を開始する年月日、世帯員の数そ

の他規則で定める事項について、あらかじめ権

限を行う市長に届け出なければならない。 

２ 利用者は、前項の規定により届け出た事項に

変更があったときは、速やかに、権限を行う市

長に届け出なければならない。 

 （使用料） 

第１０条 市長あああああは、排水施設の利用に

ついて、利用者から使用料を徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （使用料） 

第１０条 権限を行う市長は、排水施設の利用に

ついて、利用者から使用料を徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （使用料の減免） 

第１１条 市長     は、公益上その他特別

の事情があると認めるときは、使用料を減額

し、又は免除することができる。 

 （使用料の減免） 

第１１条 権限を行う市長は、公益上その他特別

の事情があると認めるときは、使用料を減額

し、又は免除することができる。 

 （損害賠償） 

第１２条 排水施設の機能を妨げ、又はこれを損

傷した者は、市長     の指示するところ

により原状に回復し、又は損害を賠償しなけれ

ばならない。 

 （損害賠償） 

第１２条 排水施設の機能を妨げ、又はこれを損

傷した者は、権限を行う市長の指示するところ

により原状に回復し、又は損害を賠償しなけれ

ばならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市農業集落排水事業分担金条例の一部改正） 

第１０条 陸前高田市農業集落排水事業分担金条例（平成１１年条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （排水区域の告示） 

第３条 市長ああああああああああああああああ

あああああああああああああああああは、農業

集落排水事業の排水区域を定めたときは、その

旨を告示しなければならない。その排水区域を

変更するときも、同様とする。 

 （排水区域の告示） 

第３条 下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「権限を行う市長」という。）は、農業

集落排水事業の排水区域を定めたときは、その

旨を告示しなければならない。その排水区域を

変更するときも、同様とする。 
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 （分担金の額） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 市長     は、分担金の額を定めたとき

は、当該分担金の額、納付方法、納期等を受益

者に通知するものとする。 

 （分担金の額） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 権限を行う市長は、分担金の額を定めたとき

は、当該分担金の額、納付方法、納期等を受益

者に通知するものとする。 

 （分担金の徴収猶予） 

第６条 市長     は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、分担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、特別の事情があ

ると市長     が認めるとき。 

 （分担金の徴収猶予） 

第６条 権限を行う市長は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、分担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、特別の事情があ

ると権限を行う市長が認めるとき。 

 （分担金の減免） 

第７条 市長     は、公益上その他特別の

事情があると認めるときは、分担金を減額し、

又は免除することができる。 

 （分担金の減免） 

第７条 権限を行う市長は、公益上その他特別の

事情があると認めるときは、分担金を減額し、

又は免除することができる。 

 （受益者の変更） 

第８条 第３条に規定する告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を市長者の 市

長に届け出たときは、新たに受益者になった者

が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位

を承継するものとする。 

 （受益者の変更） 

第８条 第３条に規定する告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を権限を行う市

長に届け出たときは、新たに受益者になった者

が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位

を承継するものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市漁業集落排水施設条例の一部改正） 

第１１条 陸前高田市漁業集落排水施設条例（平成１６年条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （排水設備の計画の確認） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下

「新設等」という。）を行おうとする者は、あ

らかじめその計画が規則で定める排水設備の設

置及び構造の技術上の基準に適合するものであ

ることについて、市長あああああああああああ

あああああああああああああああああああああ

の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の確認を受けた事項を

変更しようとするときも、同様とする。ただ

し、確認を受けた事項の変更で排水設備の構造

に影響を及ぼすおそれのないものについては、

事前にその旨を市長     に届け出ること

をもって足りる。 

 （排水設備の計画の確認） 

第４条 排水設備の新設、改造又は撤去（以下

「新設等」という。）を行おうとする者は、あ

らかじめその計画が規則で定める排水設備の設

置及び構造の技術上の基準に適合するものであ

ることについて、下水道事業の管理者の権限を

行う市長（以下「権限を行う市長」という。）

の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の確認を受けた事項を

変更しようとするときも、同様とする。ただ

し、確認を受けた事項の変更で排水設備の構造

に影響を及ぼすおそれのないものについては、

事前にその旨を権限を行う市長に届け出ること

をもって足りる。 

 （工事の検査） 

第７条 排水設備の新設等を行った者は、その工

事を完了したときは、工事の完了した日から５

日以内にその旨を市長     に届け出て、

 （工事の検査） 

第７条 排水設備の新設等を行った者は、その工

事を完了したときは、工事の完了した日から５

日以内にその旨を権限を行う市長に届け出て、
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検査を受けなければならない。 検査を受けなければならない。 

 （利用開始等の届出） 

第９条 利用者は、排水処理施設の利用を開始

し、休止し、若しくは廃止し、又は現に休止し

ているその利用を再開しようとするときは、規

則で定めるところにより、あらかじめその旨を

市長者のう市長に届け出なければならない。 

２ 利用者は、前項の規定により届け出た事項に

変更があったときは、速やかに市長者の権市長

に届け出なければならない。 

 （利用開始等の届出） 

第９条 利用者は、排水処理施設の利用を開始

し、休止し、若しくは廃止し、又は現に休止し

ているその利用を再開しようとするときは、規

則で定めるところにより、あらかじめその旨を

権限を行う市長に届け出なければならない。 

２ 利用者は、前項の規定により届け出た事項に

変更があったときは、速やかに権限を行う市長

に届け出なければならない。 

 （使用料） 

第１０条 市長     は、排水処理施設の使

用料を利用者から徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （使用料） 

第１０条 権限を行う市長は、排水処理施設の使

用料を利用者から徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （使用料の減免） 

第１１条 市長     は、公益上その他特別

の理由があると認めるときは、使用料を減額

し、又は免除することができる。 

 （使用料の減免） 

第１１条 権限を行う市長は、公益上その他特別

の事情があると認めるときは、使用料を減額

し、又は免除することができる。 

 （損害賠償等） 

第１２条 排水処理施設の機能を妨げ、又はこれ

を損傷した者は、市長     の指示すると

ころにより原状に回復し、又は損害を賠償しな

ければならない。 

 （損害賠償等） 

第１２条 排水処理施設の機能を妨げ、又はこれ

を損傷した者は、権限を行う市長の指示すると

ころにより原状に回復し、又は損害を賠償しな

ければならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市漁業集落排水事業分担金条例の一部改正） 

第１２条 陸前高田市漁業集落排水事業分担金条例（平成１６年条例第１２号）の一

部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （排水処理区域の告示） 

第３条 市長道事業の管 を行う市長（以下「管

理者の権限を行う市長」とい う。あは、排水

処理区域を定めたときは、その旨を告示しなけ

ればならない。排水処理区域を変更するとき

も、同様とする。 

（排水処理区域の告示） 

第３条 下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「権限を行う市長」という。）は、排水

処理区域を定めたときは、その旨を告示しなけ

ればならない。排水処理区域を変更するとき

も、同様とする。 

 （分担金の額） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 市長     は、分担金の額を定めたとき

は、当該分担金の額、納付方法、納期等を受益

者に通知するものとする。 

（分担金の額） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 権限を行う市長は、分担金の額を定めたとき

は、当該分担金の額、納付方法、納期等を受益

者に通知するものとする。 

 （分担金の徴収猶予） 

第６条 市長     は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、分担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、特別な事情があ

ると市長     が認めるとき。 

 （分担金の徴収猶予） 

第６条 権限を行う市長は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、分担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、特別の事情があ

ると権限を行う市長が認めるとき。 
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 （分担金の減免） 

第７条 市長     は、公益上その他特別の

理由があると認めるときは、分担金を減額し、

又は免除することができる。 

 （分担金の減免） 

第７条 権限を行う市長は、公益上その他特別の

事情があると認めるときは、分担金を減額し、

又は免除することができる。 

 （受益者の変更） 

第８条 第３条に規定する告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を市長者の権限

長に届け出たときは、新たに受益者になった者

が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位

を承継するものとする。 

 （受益者の変更） 

第８条 第３条に規定する告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を権限を行う市

長に届け出たときは、新たに受益者になった者

が、当該変更の日をもって従前の受益者の地位

を承継するものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（陸前高田市下水道条例の一部改正） 

第１３条 陸前高田市下水道条例（平成１０年条例第２６号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和３３年法律

第７９号。以下「法」という。）その他の法令

で定めるもののほか、市の設置する公共下水道

の管理及び使用に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和３３年法律

第７９号。以下「法」という。）その他の法令

で定めるもののほか、市の設置する公共下水道

の管理及び使用に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （排水設備の設置義務） 

第４条 排水設備設置義務者は、法第９条の規定

により市長ああああああああああああああああ

あああああああああああああああああが告示し

た公共下水道の供用開始の日から６月以内に排

水設備を設置しなければならない。ただし、特

にやむを得ない事情があると市長     が

認めたときは、その期間を延長することができ

る。 

 （排水設備の設置義務） 

第４条 排水設備設置義務者は、法第９条の規定

により下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「権限を行う市長」という。）が告示し

た公共下水道の供用開始の日から６月以内に排

水設備を設置しなければならない。ただし、特

にやむを得ない事情があると権限を行う市長が

認めたときは、その期間を延長することができ

る。 

 （排水設備の接続方法及び内径等） 

第５条 排水設備の新設、増設又は改築（以下

「新設等」という。）を行おうとするときは、

次に定めるところによらなければならない。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

⑶ 汚水を排除すべき配水管の内径及びこう配

は、市長     が特別の理由があると認

めた場合を除き、次の表に定めるところによ

ること。ただし、一の建築物から排除される

汚水の一部を排除すべき排水管で延長が３メ

ートル以下のものは、排水人口の区分にかか

わらず、内径にあっては７５ミリメートル以

上、こう配にあっては１００分の３以上とす

ることができる。 

～（略）～ 
 

 （排水設備の接続方法及び内径等） 

第５条 排水設備の新設、増設又は改築（以下

「新設等」という。）を行おうとするときは、

次に定めるところによらなければならない。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

⑶ 汚水を排除すべき配水管の内径及びこう配

は、権限を行う市長が特別の事情があると認

めた場合を除き、次の表に定めるところによ

ること。ただし、一の建築物から排除される

汚水の一部を排除すべき排水管で延長が３メ

ートル以下のものは、排水人口の区分にかか

わらず、内径にあっては７５ミリメートル以

上、こう配にあっては１００分の３以上とす

ることができる。 

～（略）～ 
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 （排水設備等の計画の確認） 

第６条 排水設備又は排水施設（これらに接続す

る除害施設を含む。以下「排水設備等」とい

う。)の新設等を行おうとする者は、あらかじ

め、その計画が排水設備等の設置及び構造に関

する法令の規定に適合するものであることにつ

いて、市長     の確認を受けなければな

らない。確認を受けた事項を変更しようとする

ときも、同様とする。ただし、確認を受けた事

項の変更で排水設備等の構造に影響を及ぼすお

それのないものについては、事前にその旨を市

長     に届け出ることをもって足りる。 

 （排水設備等の計画の確認） 

第６条 排水設備又は排水施設（これらに接続す

る除害施設を含む。以下「排水設備等」とい

う。)の新設等を行おうとする者は、あらかじ

め、その計画が排水設備等の設置及び構造に関

する法令の規定に適合するものであることにつ

いて、権限を行う市長の確認を受けなければな

らない。確認を受けた事項を変更しようとする

ときも、同様とする。ただし、確認を受けた事

項の変更で排水設備等の構造に影響を及ぼすお

それのないものについては、事前にその旨を権

限を行う市長に届け出ることをもって足りる。 

（排水設備等の工事の実施） 

第７条 排水設備等の新設等の工事（以下「工

事」という。）は、市長     が指定した

者（以下「排水設備工事指定店」という。）で

なければ行ってはならない。 

（排水設備等の工事の実施） 

第７条 排水設備等の新設等の工事（以下「工

事」という。）は、権限を行う市長が指定した

者（以下「排水設備工事指定店」という。）で

なければ行ってはならない。 

（排水設備等の工事の検査） 

第８条 排水設備等の新設等を行った者は、その

工事を完了したときは、工事の完了した日から

５日以内にその旨を市長     に届け出

て、検査を受けなければならない。 

（排水設備等の工事の検査） 

第８条 排水設備等の新設等を行った者は、その

工事を完了したときは、工事の完了した日から

５日以内にその旨を権限を行う市長に届け出

て、検査を受けなければならない。 

（特別の事情による公共ます等の設置） 

第９条 排水設備等の新設等を行おうとする者

が、特別の事情により公共ます及びその取付管

の新設等を必要とするときは、その者が当該工

事に伴う費用を負担しなければならない。ただ

し、特にやむを得ない事情があると市長あああ

ああが認めたときは、この限りでない。 

（特別の事情による公共ます等の設置） 

第９条 排水設備等の新設等を行おうとする者

が、特別の事情により公共ます及びその取付管

の新設等を必要とするときは、その者が当該工

事に伴う費用を負担しなければならない。ただ

し、特にやむを得ない事情があると権限を行う

市長が認めたときは、この限りでない。 

（使用開始等の届出） 

第１３条 使用者は、公共下水道の使用を開始

し、休止し、若しくは廃止し、又は再開しよう

とするときは、あらかじめ、その旨を市長ああ

あああに届け出なければならない。 

２ ヽヽヽ(略)  

（使用開始等の届出） 

第１３条 使用者は、公共下水道の使用を開始

し、休止し、若しくは廃止し、又は再開しよう

とするときは、あらかじめ、その旨を権限を行

う市長に届け出なければならない。 

２ ヽヽヽ(略) 

（使用者の異動の届出） 

第１４条 使用者に異動があったときは、速やか

に、その旨を市長     に届け出なければ

ならない。 

（使用者の異動の届出） 

第１４条 使用者に異動があったときは、速やか

に、その旨を権限を行う市長に届け出なければ

ならない。 

（使用の制限） 

第１５条 市長     は、災害その他公共下

水道の管理上やむを得ない事情があるときは、

使用者に対して公共下水道の使用を制限し、又

は停止を命ずることができる。 

（使用の制限） 

第１５条 権限を行う市長は、災害その他公共下

水道の管理上やむを得ない事情があるときは、

使用者に対して公共下水道の使用を制限し、又

は停止を命ずることができる。 

（使用料の徴収） 

第１６条 市長     は、公共下水道の使用

について、使用者から使用料を徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前項の規定にかかわらず、土木建築に関する

工事の施行に伴う排水のため公共下水道を使用

（使用料の徴収） 

第１６条 権限を行う市長は、公共下水道の使用

について、使用者から使用料を徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前項の規定にかかわらず、土木建築に関する

工事の施行に伴う排水のため公共下水道を使用
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する場合その他公共下水道を一時使用する場合

において必要と認めるときは、市長ああああ

は、使用料を前納させることができる。この場

合において、使用料の精算及びこれに伴う追徴

又は還付は、使用者から公共下水道の使用を廃

止した旨の届出があったときその他市長あああ

ああが必要と認めたときに行う。 

する場合その他公共下水道を一時使用する場合

において必要と認めるときは、権限を行う市長

は、使用料を前納させることができる。この場

合において、使用料の精算及びこれに伴う追徴

又は還付は、使用者から公共下水道の使用を廃

止した旨の届出があったときその他権限を行う

市長が必要と認めたときに行う。 

（排除した汚水量の認定） 

第１８条 使用者が排除した汚水の量の認定は、

次に定めるところによる。 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 水道水以外の水を使用した場合又は水道水

と水道水以外の水を併用して使用した場合

は、その使用水量とし、使用水量は使用者の

態様を勘案して市長     が認定する。 

⑶ 製氷業その他の営業に伴い使用する水の量

が、その営業に伴い公共下水道に排除する汚

水の量と著しく異なることとなる使用者は、

公共下水道に排除した汚水の量及びその算出

の根拠を記載した申告書を市長     に

提出しなければならない。この場合において

は、市長     は、前２号の規定にかか

わらず、申告書の内容を審査して、その使用

者の排除した汚水の量を認定するものとす

る。 

（排除した汚水量の認定） 

第１８条 使用者が排除した汚水の量の認定は、

次に定めるところによる。 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 水道水以外の水を使用した場合又は水道水

と水道水以外の水を併用して使用した場合

は、その使用水量とし、使用水量は使用者の

態様を勘案して権限を行う市長が認定する。 

⑶ 製氷業その他の営業に伴い使用する水の量

が、その営業に伴い公共下水道に排除する汚

水の量と著しく異なることとなる使用者は、

公共下水道に排除した汚水の量及びその算出

の根拠を記載した申告書を権限を行う市長に

提出しなければならない。この場合において

は、権限を行う市長は、前２号の規定にかか

わらず、申告書の内容を審査して、その使用

者の排除した汚水の量を認定するものとす

る。 

（計量装置の設置） 

第１９条 市長     は、水道水以外の水の

使用水量を認定するため必要があると認めると

きは、計量のための装置の設置に必要な措置を

講ずるものとする。 

（計量装置の設置） 

第１９条 権限を行う市長は、水道水以外の水の

使用水量を認定するため必要があると認めると

きは、計量のための装置の設置に必要な措置を

講ずるものとする。 

（資料の提出） 

第２０条 市長     は、使用料を算定する

ために必要な限度において、使用者から必要な

資料の提出を求めることができる。 

（資料の提出） 

第２０条 権限を行う市長は、使用料を算定する

ために必要な限度において、使用者から必要な

資料の提出を求めることができる。 

（行為の許可） 

第２１条 法第２４条第１項に掲げる行為を行お

うとする者は、市長     の許可を受けな

ければならない。許可を受けた事項の変更をし

ようとするときも、同様とする。 

（行為の許可） 

第２１条 法第２４条第１項に掲げる行為を行お

うとする者は、権限を行う市長の許可を受けな

ければならない。許可を受けた事項の変更をし

ようとするときも、同様とする。 

（占用） 

第２３条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件

(以下「占用物件」という。)を設け、継続して

公共下水道の敷地又は排水施設を占用しようと

する者は、市長     の許可を受けなけれ

ばならない。許可を受けた事項の変更をしよう

とするときも、同様とする。ただし、占用物件

の設置について法第２４条第１項の許可を受け

たときは、その許可をもって占用の許可とみな

す。 

（占用） 

第２３条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件

(以下「占用物件」という。)を設け、継続して

公共下水道の敷地又は排水施設を占用しようと

する者は、権限を行う市長の許可を受けなけれ

ばならない。許可を受けた事項の変更をしよう

とするときも、同様とする。ただし、占用物件

の設置について法第２４条第１項の許可を受け

たときは、その許可をもって占用の許可とみな

す。 

（占用料の徴収） （占用料の徴収） 
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第２４条 市長     は、前条の許可を受け

た者(以下「占用者」という。)から占用料を徴

収する。ただし、次に掲げる占用物件について

は、この限りでない。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

⑶ その他特別の事情があると市長あああああ

が認めたもの 

２ ヽヽヽ（略） 

第２４条 権限を行う市長は、前条の許可を受け

た者(以下「占用者」という。)から占用料を徴

収する。ただし、次に掲げる占用物件について

は、この限りでない。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

⑶ その他特別の事情があると権限を行う市長

が認めたもの 

２ ヽヽヽ（略） 

（原状回復） 

第２５条 占用者は、その許可により占用物件を

設けることができる期間が満了したとき、又は

当該占用物件を設ける目的を廃止したときは、

速やかに、市長     に届け出るとともに

当該占用物件を除却し、公共下水道を原状に回

復しなければならない。ただし、原状に回復す

ることが不適当であると市長     が認め

たときは、この限りでない。 

２ 市長     は、占用者に対して、前項の

原状回復又は原状に回復することが不適当な場

合の措置について必要な指示をすることができ

る。 

（原状回復） 

第２５条 占用者は、その許可により占用物件を

設けることができる期間が満了したとき、又は

当該占用物件を設ける目的を廃止したときは、

速やかに、権限を行う市長に届け出るとともに

当該占用物件を除却し、公共下水道を原状に回

復しなければならない。ただし、原状に回復す

ることが不適当であると権限を行う市長が認め

たときは、この限りでない。 

２ 権限を行う市長は、占用者に対して、前項の

原状回復又は原状に回復することが不適当な場

合の措置について必要な指示をすることができ

る。 

（使用料の減免） 

第２７条 市長     は、公益上その他特別

の事情があると認めたときは、使用料を減免す

ることができる。 

（使用料の減免） 

第２７条 権限を行う市長は、公益上その他特別

の事情があると認めたときは、使用料を減免す

ることができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第１４条 陸前高田市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１０年条例第 

 ２７号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （受益者） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ 市長道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「管理者の権限市長」と いうは、排水区域内

における土地区画整理法（昭和２９年法律第 

 １１９号）による土地区画整理事業の施行に係

る土地について、仮換地の指定が行われた場合

において必要があると認めるときは、換地処分

が行われたものとみなして、前項の受益者を定

めることができる。 

（受益者） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ 下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「権限を行う市長」という。）は、排水区域内

における土地区画整理法（昭和２９年法律第 

 １１９号）による土地区画整理事業の施行に係

る土地について、仮換地の指定が行われた場合

において必要があると認めるときは、換地処分

が行われたものとみなして、前項の受益者を定

めることができる。 

 （賦課対象区域） 

第４条 市長者のう市長は、毎年度、当該年度に

負担金を賦課しようとする区域（以下「賦課対

象区域」という。）を定め、これを告示しなけ

ればならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

 （賦課対象区域） 

第４条 権限を行う市長は、毎年度、当該年度に

負担金を賦課しようとする区域（以下「賦課対

象区域」という。）を定め、これを告示しなけ

ればならない。 

２ ヽヽヽ（略） 
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 （受益者の申告） 

第５条 受益者は、前条第１項の告示の日以後に

おいて、市長者のう市長が定める日までにその

所有し、又は地上権等を有する土地の地積その

他の負担金の賦課に必要な事項について申告し

なければならない。 

（受益者の申告） 

第５条 受益者は、前条第１項の告示の日以後に

おいて、権限を行う市長が定める日までにその

所有し、又は地上権等を有する土地の地積その

他の負担金の賦課に必要な事項について申告し

なければならない。 

 （不申告等による認定） 

第６条 市長者のう市長は、前条の規定による受

益者の申告がなかったとき又は申告の内容が事

実と異なると認めたときは、その申告によらな

いで申告すべき事項を認定することができる。 

 （不申告等による認定） 

第６条 権限を行う市長は、前条の規定による受

益者の申告がなかったとき又は申告の内容が事

実と異なると認めたときは、その申告によらな

いで申告すべき事項を認定することができる。 

 （賦課及び徴収） 

第７条 市長者行う市長は、第４条第１項の告示

の日現在における当該告示をした賦課対象区域

内の土地に係る受益者ごとに、第３条の規定に

より算出した負担金の額を定め、これを賦課す

るものとする。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 市長者のう市長は、第１項の規定により負担

金の額を定めたときは、速やかに、当該負担金

の額、その納期限等を受益者に通知しなければ

ならない。 

４ ヽヽヽ（略） 

 （一括納付報奨金） 

第８条 市長     は、受益者が前条第４項

ただし書の規定により負担金の全額を一括納付

したときは、当該受益者に一括納付報奨金を交

付するものとする。 

 （賦課及び徴収） 

第７条 権限を行う市長は、第４条第１項の告示

の日現在における当該告示をした賦課対象区域

内の土地に係る受益者ごとに、第３条の規定に

より算出した負担金の額を定め、これを賦課す

るものとする。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 権限を行う市長は、第１項の規定により負担

金の額を定めたときは、速やかに、当該負担金

の額、その納期限等を受益者に通知しなければ

ならない。 

４ ヽヽヽ（略） 

 （一括納付報奨金） 

第８条 権限を行う市長は、受益者が前条第４項

ただし書の規定により負担金の全額を一括納付

したときは、当該受益者に一括納付報奨金を交

付するものとする。 

 （徴収猶予） 

第９条 市長者のう市長は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、負担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 前２号に掲げる場合のほか、特別の事情が

あると市長者の権限 が認めるとき。 

 （徴収猶予） 

第９条 権限を行う市長は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、負担金の徴収を猶予するこ

とができる。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 前２号に掲げる場合のほか、特別の事情が

あると権限を行う市長が認めるとき。 

 （減免等） 

第１０条 ヽヽヽ（略） 

２ 市長者のう市長は、次の各号のいずれかに該

当する受益者に対し、負担金を減額し、又は免

除することができる。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

３ ヽヽヽ（略） 

（減免等） 

第１０条 ヽヽヽ（略） 

２ 権限を行う市長は、次の各号のいずれかに該

当する受益者に対し、負担金を減額し、又は免

除することができる。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

３ ヽヽヽ（略） 

 （受益者の変更） 

第１１条 第４条第１項の告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を市長者の 市

長に届け出たときは、新たに受益者となった者

は、従前の受益者の地位を承継するものとす

る。ただし、第７条第１項の規定により賦課さ

れた負担金のうち当該届出の日までに納付すべ

 （受益者の変更） 

第１１条 第４条第１項の告示の日以後、受益者

に変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を権限を行う市

長に届け出たときは、新たに受益者となった者

は、従前の受益者の地位を承継するものとす

る。ただし、第７条第１項の規定により賦課さ

れた負担金のうち当該届出の日までに納付すべ
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き時期に至っているものについては、従前の受

益者が納付するものとする。 

き時期に至っているものについては、従前の受

益者が納付するものとする。 

（督促手数料及び延滞金） 

第１２条 督促手数料及び延滞金に関しては、陸

前高田市税外収入未納金等徴収条例（昭和５０

年条例第３号）の規定を準用する。この場合に

おいて、同条例ああああああああああああああ

あああああああああああああ第４条第１項及び

第４条の２中「年１４．６パーセント」とある

のは「年１４．５パーセント」と、「年７．３

パーセント」とあるのは「年７．２５パーセン

ト」と読み替えるものとする。 

（督促手数料及び延滞金） 

第１２条 督促手数料及び延滞金に関しては、陸

前高田市税外収入未納金等徴収条例（昭和５０

年条例第３号）の規定を準用する。この場合に

おいて、同条例第２条第１項中「２０日以内」

とあるのは「５年以内」と、第４条第１項及び

第４条の２中「年１４．６パーセント」とある

のは「年１４．５パーセント」と、「年７．３

パーセント」とあるのは「年７．２５パーセン

ト」と読み替えるものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市公共下水道区域外流入分担金条例の一部改正） 

第１５条 陸前高田市公共下水道区域外流入分担金条例（平成２７年条例第１０号）

の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（分担金の徴収方法等） 

第５条 市長道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「管理者の権限を 行う いあは、分担

金の額を定めたときは、速やかに、当該分担金

の額、納期限、納入場所等を区域外流入を行う

者に通知しなければならない。 

２ 分担金は、許可の際に一括して徴収するもの

とする。ただし、市長者行う市長が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

（分担金の徴収方法等） 

第５条 下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「権限を行う市長」という。）は、分担

金の額を定めたときは、速やかに、当該分担金

の額、納期限、納入場所等を区域外流入を行う

者に通知しなければならない。 

２ 分担金は、許可の際に一括して徴収するもの

とする。ただし、権限を行う市長が特別の事情

があると認めるときは、この限りでない。 

 （分担金の減免等） 

第６条 ヽヽヽ（略） 

２ 市長者の権市長は、次の各号のいずれかに該

当する場合は、分担金を減額し、又は免除する

ことができる。 

 ⑴～⑷ ヽヽヽ（略） 

 ⑸ 前各号に掲げる場合のほか、公益上その他

特別の理由があると市長者のう市長が認める

とき。 

 （分担金の減免等） 

第６条 ヽヽヽ（略） 

２ 権限を行う市長は、次の各号のいずれかに該

当する場合は、分担金を減額し、又は免除する

ことができる。 

 ⑴～⑷ ヽヽヽ（略） 

 ⑸ 前各号に掲げる場合のほか、公益上その他

特別の事情があると権限を行う市長が認める

とき。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１６条 陸前高田市水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

   陸前高田市水道事業の設置等に関する条例    陸前高田市上下水道事業の設置等に関する

条例 
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 （水道事業の設置） 

第１条 ヽヽヽ（略） 

 （設置） 

第１条 ヽヽヽ（略） 

２ 都市の健全な発展及び環境衛生の向上を図る

とともに、公共用水域の水質の保全に資するた

め、下水道事業として、次の事業を設置する。 

 ⑴ 公共下水道事業 

 ⑵ 農業集落排水事業 

 ⑶ 漁業集落排水事業 

  （下水道事業に対する地方公営企業法の適用） 

第１条の２ 地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号。以下「法」という。）第２条第３項

及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第

４０３号。以下「令」という。）第１条第２項

の規定により、下水道事業に法の規定の全部を

適用する。 

 （経営の基本） 

第２条 水道事業ああああああああああああああ

あああああああああは、常に企業の経済性を発

揮するとともに、公共の福祉を増進するように

運営されなければならない。 

 （経営の基本） 

第２条 水道事業及び下水道事業（以下「上下水

道事業」という。）は、常に企業の経済性を発

揮するとともに、公共の福祉を増進するように

運営されなければならない。 

２ 名称、  給水区域、給水人口及び１日最大

給水量は、別表のとおりとする。 

２ 水道事業の給水区域、給水人口及び１日最大

給水量は、別表のとおりとする。 

 ３ 下水道事業の処理区域等は次のとおりとす

る。 

 ⑴ 公共下水道事業 下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第４条第１項の規定による事業

計画（以下「事業計画」という。）に定める

予定処理区域面積及び計画処理人口 

 ⑵ 農業集落排水事業 陸前高田市農業集落排

水施設条例（平成１１年条例第１９号）第２

条に定める施設及び処理区域 

 ⑶ 漁業集落排水事業 陸前高田市漁業集落排

水施設条例（平成１６年条例第１１号）第２

条に定める施設及び処理区域 

 （組織） 

第３条 地方公営企業法（昭和２７年法律第  

２９２号。以下「法」という。）第７条ただし

書及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令

第４０３号。以下「令」という。）第８条の２

の規定により、水道事業  に管理者を置かな

いものとする。 

 （組織） 

第３条 法        （昭和２７年法律第

２９２号。以下「法」という。）第７条ただし

書及び令方公営企業法施行令（昭和２７年政令

第４０３号。以下「令」という。）第８条の２

の規定により、上下水道事業に管理者を置かな

いものとする。 

２ 法第１４条の規定により、水道事業の管理者

の権限を行う市長       （以下「権限

を行う市長」という。）の権限に属する事務を

処理させるため水道事業所を置く。 

２ 法第１４条の規定により、水道事業及び下水

道事業の管理者の権限を行う市長（以下「権限

を行う市長」という。）の権限に属する事務を

処理させるため建設部  を置く。 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定

めなければならない水道事業  の用に供する

資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価

を得てする売払い以外の方法による譲渡にあっ

 （重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定

めなければならない上下水道事業の用に供する

資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価

を得てする売払い以外の方法による譲渡にあっ
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ては、その適正な見積価格）が２，０００万円

以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲

渡（土地については、１件５，０００平方メー

トル以上のものに限る。）又は不動産の信託の

受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

ては、その適正な見積価格）が２，０００万円

以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲

渡（土地については、１件５，０００平方メー

トル以上のものに限る。）又は不動産の信託の

受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の

２第８項の規定により水道事業  の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同

意を得なければならない場合は、当該賠償責任

に係る賠償額が５０万円以上である場合とす

る。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の

２第８項の規定により上下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同

意を得なければならない場合は、当該賠償責任

に係る賠償額が５０万円以上である場合とす

る。 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領

等） 

第６条 水道事業  の業務に関し、法第４０条

第２項の規定により条例で定めるものは、負担

付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその

目的物の価格が５００万円以上のもの及び法律

上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該

決定に係る金額が５０万円以上のものとする。 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領

等） 

第６条 上下水道事業の業務に関し、法第４０条

第２項の規定により条例で定めるものは、負担

付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその

目的物の価格が５００万円以上のもの及び法律

上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該

決定に係る金額が５０万円以上のものとする。 

（業務状況説明書類の提出） 

第７条 権限を行う市長は、水道事業あああに関

し、法第４０条の２第１項の規定により、毎事

業年度４月１日から９月３０日までの業務の状

況を説明する書類を１１月３０日までに、１０

月１日から３月３１日までの業務の状況を説明

する書類を５月３１日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

（業務状況説明書類の提出） 

第７条 権限を行う市長は、上下水道事業に関

し、法第４０条の２第１項の規定により、毎事

業年度４月１日から９月３０日までの業務の状

況を説明する書類を１１月３０日までに、１０

月１日から３月３１日までの業務の状況を説明

する書類を５月３１日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に

掲げる事項を記載するとともに、１１月３０日

までに提出する書類においては前事業年度の決

算の状況を、５月３１日までに提出する書類に

おいては同日の属する事業年度の予算の概要及

び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなけれ

ばならない。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、水道事業ああ

の経営状況を明らかにするため権限を行う市

長が必要と認める事項 

３ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に

掲げる事項を記載するとともに、１１月３０日

までに提出する書類においては前事業年度の決

算の状況を、５月３１日までに提出する書類に

おいては同日の属する事業年度の予算の概要及

び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなけれ

ばならない。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、上下水道事業

の経営状況を明らかにするため権限を行う市

長が必要と認める事項 

３ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市水道事業に従事する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部改正） 

第１７条 陸前高田市水道事業に従事する企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例（昭和４３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 
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改  正  前 改  正  後 

   陸前高田市水道事業に従事する企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例 

   陸前高田市上下水道事業に従事する企業職

員の給与の種類及び基準に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号。以下「法」という。）第 

 ３８条第４項の規定に基づき、陸前高田市水道

事業ああああ  あああああああああああああ

あああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああに従事する企業

職員の給与の種類及び基準を定めることを目的

とする。 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号。以下「法」という。）第 

 ３８条第４項の規定に基づき、上下水道事業

（陸前高田市上下水道事業の設置等に関する条

例（昭和４３年条例第５号）第２条第１項に規

定する上下水道事業をいう。）に従事する企業

職員の給与の種類及び基準を定めることを目的

とする。 

 （給与の種類） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手

当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当ああああ

ああああとする。 

 （給与の種類） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手

当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、期末手当、 勤勉手当及び災害

派遣手当とする。 

 （住居手当） 

第６条の２ 住居手当は、次の各号のいずれかに

該当する職員に支給する。 

 ⑴ 自ら居住するため住宅（貸間を含む。第３

号において同じ。）を借り受け、月額 

  １２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払っている職員（権限

を行う市長の指定する住宅を貸与され、使用

料を支払っている職員その他権限を行う市長

が定める職員を除く。） 

 ⑵ 当該職員の所有に係る住宅（権限を行う市

長が定めるこれに準ずる住宅を含む。）のう

ち当該職員その他権限を行う市長が定める者

によって新築され、又は購入された住宅であ

って、当該新築又は購入の日から起算して５

年を経過していないものに居住している職員

で世帯主であるもの 

 ⑶ 第７条の２の規定により単身赴任手当を支

給される職員（次号において「単身赴任手当

支給職員」という。）で、配偶者が居住する

ための住宅（権限を行う市長が定める住宅を

除く。）を借り受け、月額１２，０００円を

超える家賃を支払っているもの又はこれらの

ものとの権衡上必要があると認められるもの

として権限を行う市長が定めるもの 

 （住居手当） 

第６条の２ 住居手当は、次の各号のいずれかに

該当する職員に支給する。 

 ⑴ 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号

あにおいて同じ。）を借り受け、月額 

  １２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払っている職員（権限

を行う市長の指定する住宅を貸与され、使用

料を支払っている職員その他権限を行う市長

が定める職員を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 第７条の２の規定により単身赴任手当を支

給される職員（次号において「単身赴任手当

支給職員」という。）で、配偶者が居住する

ための住宅（権限を行う市長が定める住宅を

除く。）を借り受け、月額１２，０００円を

超える家賃を支払っているもの又はこれらの

ものとの権衡上必要があると認められるもの

として権限を行う市長が定めるもの 

 （通勤手当） 

第７条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に対

して支給する。 

 （通勤手当） 

第７条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に対

して支給する。 



 

５－１８ 

 

 ⑴ 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下

「交通機関等」という。）を利用してその運

賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負

担することを常例とする職員（交通機関等を

利用しなければ通勤することが著しく困難で

ある職員以外の職員であって交通機関等を利

用しないで徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満であ

るもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

 ⑵ 通勤のため自動車その他の交通の用具（以

下「自動車等」という。）を使用することを

常例とする職員（自動車等を使用しなければ

通勤することが著しく困難である職員以外の

職員であって自動車等を使用しないで徒歩に

より通勤するものとした場合の通勤距離が片

道２キロメートル未満であるもの及び次号に

掲げる職員を除く。） 

 ⑶ 通勤のため交通機関等を利用してその運賃

等を負担し、かつ、自動車等を使用すること

を常例とする職員（交通機関等を利用し、又

は自動車等を使用しなければ通勤することが

著しく困難である職員以外の職員であって、

交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使

用しないで徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満であ

るものを除く。） 

 ⑴ 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下

「交通機関等」という。）を利用してその運

賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負

担することを常例とする職員（交通機関等を

利用しなければ通勤することが著しく困難で

ある職員以外の職員であって交通機関等を利

用しないで徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満であ

るもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

 ⑵ 通勤のため自動車その他の交通の用具（以

下「自動車等」という。）を使用することを

常例とする職員（自動車等を使用しなければ

通勤することが著しく困難である職員以外の

職員であって自動車等を使用しないで徒歩に

より通勤するものとした場合の通勤距離が片

道２キロメートル未満であるもの及び次号に

掲げる職員を除く。） 

 ⑶ 通勤のため交通機関等を利用してその運賃

等を負担し、かつ、自動車等を使用すること

を常例とする職員（交通機関等を利用し、又

は自動車等を使用しなければ通勤することが

著しく困難である職員以外の職員であって、

交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使

用しないで徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満であ

るものを除く。） 

  （災害派遣手当） 

第１５条の２ 災害派遣手当は、災害応急対策又

は災害復旧のため、国又は他の地方公共団体か

ら派遣された職員で住所又は居所を離れて陸前

高田市の区域に滞在することを要するものに対

して支給する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市水道事業給水条例の一部改正） 

第１８条 陸前高田市水道事業給水条例（平成９年条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （給水区域） 

第２条 水道事業の給水区域は、陸前高田市水道

事業の設置等に関する条例  （昭和４３年条

例第５号）第２条第２項に定めるところによ

る。 

 （給水区域） 

第２条 水道事業の給水区域は、陸前高田市上下

水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年条

例第５号）第２条第２項に定めるところによ

る。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 



 

５－１９ 

 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第２条の改正部分 令和５年１月１日 

 ⑵ 附則第２項の規定 令和５年３月３１日 

 （陸前高田市農業集落排水事業特別会計設置条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 ⑴ 陸前高田市農業集落排水事業特別会計設置条例（平成８年条例第７号） 

 ⑵ 陸前高田市漁業集落排水事業特別会計設置条例（平成１２年条例第２８号） 

 ⑶ 陸前高田市都市下水路条例（昭和６１年条例第１１号） 

 ⑷ 陸前高田市下水道事業特別会計設置条例（平成５年条例第５号） 



 

６－１ 

議案第６号 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用並び

にビラ及びポスターの作成の公営に関する条例（平成６年条例第３２号）の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

提案理由 

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、選挙公営限度額の改定をしようとして提案す

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６－２ 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用並び

にビラ及びポスターの作成の公営に関する条例（平成６年条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （選挙運動用自動車の使用における公費の支

払） 

 （選挙運動用自動車の使用における公費の支

払） 

第４条 市は、候補者（前条の規定による届出

をした者に限る。）が同条の契約に基づき当

該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運

送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自

動車運送事業者等」という。）に支払うべき

金額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当

該各号に定める金額を、第２条ただし書に規

定する要件に該当する場合に限り、当該一般

乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基

づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等

に対し支払う。 

第４条 市は、候補者（前条の規定による届出

をした者に限る。）が同条の契約に基づき当

該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運

送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自

動車運送事業者等」という。）に支払うべき

金額のうち、次の各号に掲げる区分に応じ当

該各号に定める金額を、第２条ただし書に規

定する要件に該当する場合に限り、当該一般

乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基

づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等

に対し支払う。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 当該契約が一般運送契約以外の契約であ

る場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める金額 

  ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ

契約（以下「自動車借入れ契約」とい

う。）である場合 当該選挙運動用自動

車（同一の日において自動車借入れ契約

により２台以上の選挙運動用自動車が使

用される場合には、当該候補者が指定す

るいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自

動車として使用された各日についてその

使用に対し支払うべき金額（当該金額が

１５，８００円を超える場合には、 

   １５，８００円）の合計金額 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 当該契約が一般運送契約以外の契約であ

る場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める金額 

  ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ

契約（以下「自動車借入れ契約」とい

う。）である場合 当該選挙運動用自動

車（同一の日において自動車借入れ契約

により２台以上の選挙運動用自動車が使

用される場合には、当該候補者が指定す

るいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自

動車として使用された各日についてその

使用に対し支払うべき金額（当該金額が

１６，１００円を超える場合には、 

   １６，１００円）の合計金額 

  イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の

供給に関する契約である場合 当該契約

に基づき当該選挙運動用自動車に供給し

た燃料の代金（当該選挙運動用自動車

（これに代わり使用される他の選挙運動

用自動車を含む。）が既に前条の届出に

係る契約に基づき供給を受けた燃料の代

  イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の

供給に関する契約である場合 当該契約

に基づき当該選挙運動用自動車に供給し

た燃料の代金（当該選挙運動用自動車

（これに代わり使用される他の選挙運動

用自動車を含む。）が既に前条の届出に

係る契約に基づき供給を受けた燃料の代
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６－３ 

金と合算して、７，５６０円に当該候補

者につき法第８６条の４第１項、第２

項、第５項、第６項又は第８項の規定に

基づく候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日までの日数から前号の

契約が締結されている日数を除いた日数

を乗じて得た金額に達するまでの部分の

金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限

る。） 

金と合算して、７，７００円に当該候補

者につき法第８６条の４第１項、第２

項、第５項、第６項又は第８項の規定に

基づく候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日までの日数から前号の

契約が締結されている日数を除いた日数

を乗じて得た金額に達するまでの部分の

金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限

る。） 

  ウ ヽヽヽ（略）   ウ ヽヽヽ（略） 

 （ビラの作成の公営）  （ビラの作成の公営） 

第６条 候補者は、７円５１銭にビラの作成枚

数（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６

号に定める選挙の区分に応じ、同号に定める

枚数を超える場合には、同号に定める枚数）

を乗じて得た金額の範囲内で、ビラを無料で

作成することができる。この場合において

は、第２条ただし書の規定を準用する。 

第６条 候補者は、７円７３銭にビラの作成枚

数（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６

号に定める選挙の区分に応じ、同号に定める

枚数を超える場合には、同号に定める枚数）

を乗じて得た金額の範囲内で、ビラを無料で

作成することができる。この場合において

は、第２条ただし書の規定を準用する。 

（ビラの作成における公費の支払） （ビラの作成における公費の支払） 

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出

をした者に限る。）が同条の契約に基づき当

該契約の相手方であるビラの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づ

き作成されたビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円５１銭を超える場合に

は、７円５１銭）に当該ビラの作成枚数（当

該候補者を通じて法第１４２条第１項第６号

に定める選挙の区分に応じ、同号に定める枚

数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申

請に基づき、委員会が確認したものに限

る。）を乗じて得た金額を、第６条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業

とする者からの請求に基づき、当該ビラの作

成を業とする者に対し支払う。 

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出

をした者に限る。）が同条の契約に基づき当

該契約の相手方であるビラの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づ

き作成されたビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円７３銭を超える場合に

は、７円７３銭）に当該ビラの作成枚数（当

該候補者を通じて法第１４２条第１項第６号

に定める選挙の区分に応じ、同号に定める枚

数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申

請に基づき、委員会が確認したものに限

る。）を乗じて得た金額を、第６条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業

とする者からの請求に基づき、当該ビラの作

成を業とする者に対し支払う。 

 （ポスターの作成の公営） （ポスターの作成の公営） 

第９条 候補者は、５２５円６銭 に当該選挙

が行われる区域におけるポスター掲示場の数

を乗じて得た金額に３１０，５００円を加え

た金額を当該選挙が行われる区域におけるポ

スター掲示場の数で除して得た金額（１円未

満の端数がある場合には、その端数は、１円

とする。以下「単価の限度額」という。）に

ポスターの作成枚数（当該作成枚数が、当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場

の数に相当する数を超える場合には、当該相

当する数）を乗じて得た金額の範囲内で、ポ

第９条 候補者は、５４１円３１銭に当該選挙

が行われる区域におけるポスター掲示場の数

を乗じて得た金額に３１６，２５０円を加え

た金額を当該選挙が行われる区域におけるポ

スター掲示場の数で除して得た金額（１円未

満の端数がある場合には、その端数は、１円

とする。以下「単価の限度額」という。）に

ポスターの作成枚数（当該作成枚数が、当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場

の数に相当する数を超える場合には、当該相

当する数）を乗じて得た金額の範囲内で、ポ
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スターを無料で作成することができる。この

場合においては、第２条ただし書の規定を準

用する。 

スターを無料で作成することができる。この

場合においては、第２条ただし書の規定を準

用する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

７－１ 

議案第７号 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第９号）の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、育児休業の取得回数制限

の緩和等に係る所要の改正をしようとして提案するものである。 
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   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

改  正  前 改  正  後 

 （育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る職員は、次のとおりとする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る職員は、次のとおりとする。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 次のいずれかに該当する非常勤職員ああ

あああああ以外の非常勤職員 

  ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

   (ア) 任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き在職した

期間が１年以上である非常勤職員 

   (イ) その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（第２

条の４ああああああああああああああ

あああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ

あああああああ第２条の４の規定に該

当する場合にあっては、    ２歳

に達する日）までに、その任期（任期

が更新される場合にあっては、更新後

の任期）が満了すること及び特定職に

引き続きあああああああああああああ

あああああああああ採用されないこと

が明らかでない非常勤職員 

   (ウ) ヽヽヽ（略） 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 非常勤職員であって、次のいずれかに該

当するもの以外の非常勤職員 

  ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

                       

                       

                  

   (ア) その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（当該

子の出生の日から第３条の２に規定す

る期間内に育児休業をしようとする場

合にあっては当該期間の末日から６月

を経過する日、第２条の４の規定に該

当する場合にあっては、当該子が２歳

に達する日）までに、その任期（任期

が更新される場合にあっては、更新後

の任期）が満了すること及び引き続い

て任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に採用されないこと

が明らかでない非常勤職員 

   (イ) ヽヽヽ（略） 

  イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当

する非常勤職員（その養育する子が１歳

に達する日（以下「１歳到達日」とい

う。）（当該子について当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日）において

育児休業をしている非常勤職員に限

る。） 

  イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

    (ア) その養育する子が１歳に達する日

（以下「１歳到達日」という。）（当

該子について当該非常勤職員が第２条

の３第２号に掲げる場合に該当してす

る育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ
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っては、当該末日とされた日。以下こ

の(ア)において同じ。）において育児休

業をしている非常勤職員であって、同

条第３号に掲げる場合に該当して当該

子の１歳到達日の翌日を育児休業の期

間の初日とする育児休業をしようとす

るもの 

    (イ) その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている場合で

あって、当該任期を更新され、又は当

該任期の満了後引き続いて特定職に採

用されることに伴い、当該育児休業に

係る子について、当該更新前の任期の

末日の翌日又は当該採用の日を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとするもの 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員であ

って、当該育児休業に係る子について、当

該任期が更新され、又は当該任期の満了後

に特定職に引き続き採用されることに伴

い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続

き採用される日を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとするもの 

 

（非常勤職員が育児休業をすることができる

期間の末日） 

（非常勤職員が育児休業をすることができる

期間の末日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める日とする。 

 ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略）  ⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ １歳から１歳６か月に達するまでの子を

養育するため、非常勤職員が当該子の１歳

到達日（当該子を養育する非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業又

は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる

場合若しくはこれに相当する場合に該当し

てする配偶者育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日（当該育児

休業の期間の末日とされた日と当該配偶者

育児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日（当

該子の１歳到達日後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当してその任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている非常勤職員であって、当該任期が更

新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用さ

れる日）を育児休業の期間の初日とする育

 ⑶ １歳から１歳６か月に達するまでの子を

養育する   非常勤職員ががあああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ
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児休業をしようとする場合であって、次に

掲げる場合のいずれにも該当するときああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ 当

該子が１歳６か月に達する日 

ああああああああああああああああ、次に

掲げる場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの号に掲げる場合に該当し

て育児休業をしている場合であって、第３

条第７号に掲げる事情に該当するときはイ

及びウに掲げる場合に該当する場合、規則

で定める特別の事情がある場合にあって

は、ウに掲げる場合に該当する場合） 当

該子が１歳６か月に達する日 

   ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする配偶

者育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該育児休業

の期間の末日とされた日と当該配偶者育

児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日

（当該配偶者がこの号に掲げる場合又は

これに相当する場合に該当して配偶者育

児休業をする場合にあっては、当該配偶

者育児休業の期間の末日とされた日の翌

日以前の日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合 

  ア 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員がす

る           する育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日（当該配偶者がすあ

ああああああああああああああああああ

ああああする配偶者育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた

日）において配偶者育児休業をしている

場合 

  イ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号

に掲げる場合又はこれに相当する場合に

該当してする配偶者育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた

日）において配偶者育児休業をしている

場合 

  イ ヽヽヽ（略）   ウ ヽヽヽ（略） 

   エ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当して育児休業をした

ことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場 （育児休業法第２条第１項の条例で定める場
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合） 合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める場合は、１歳６か月から２歳に達する

までの子を養育するため、非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の１歳

６か月到達日後の期間においてこの条の規定

に該当してその任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該任

期の満了後に特定職に引き続き採用されるも

のにあっては、当該任期の末日の翌日又は当

該引き続き採用される日）を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとする場合で

あって、次の各号あああああのいずれにも該

当するときあああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ あと

する。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める場合は、１歳６か月から２歳に達する

までの子を養育する   非常勤職員がああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

あああ次の各号に掲げる場合のいずれにも該

当する場合（当該子についてこの条の規定に

該当して育児休業をしている場合であって、

次条第７号に掲げる事情に該当するときは第

２号及び第３号に掲げる場合に該当する場

合、規則で定める特別の事情がある場合にあ

っては同号に掲げる場合に該当する場合）と

する。 

 ⑴ 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者がこ

の条の規定に該当し、又はこれに相当する

場合に該当して配偶者育児休業をする場合

にあっては、当該配偶者育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） ⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

 ⑷ 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当して育児休業をしたこと

がない場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院

規則で定める期間を基準として条例で定める

期間） 

 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書

の人事院規則で定める期間を基準として条例

で定める期間は、５７日間とする。 

 

（再度の育児休業をすることができる特別の

事情） 

（再度の育児休業をすることができる特別の

事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次のとおりとす

る。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次のとおりとす

る。 

 ⑴～⑷ ヽヽヽ（略） ⑴～⑷ ヽヽヽ（略） 

 ⑸ 育児休業（この号の規定に該当したこと

により当該育児休業に係る子について既に

したものを除く。）の終了後、３月以上の

期間を経過したこと（当該育児休業をした
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職員が、当該育児休業の承認の請求の際育

児休業により当該子を養育するための計画

について育児休業等計画書により任命権者

に申し出た場合に限る。）。 

 ⑹及び⑺ ヽヽヽ（略）  ⑸及び⑹ ヽヽヽ（略） 

 ⑻ その任期ああああああああああああああ

ああ任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしている非常勤職員が、当

該育児休業に係る子について、当該任期が

更新され、又は当該任期の満了後に特定職

に引き続き採用されることに伴い、当該任

期のああああああああああああああああ任

期の日の翌日又は当該引き続き採用される

日を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとすること。 

 ⑺ 任期を定めて採用された職員であって、

当該任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしているもの   が、当

該任期を ああああああああ、当該任期を

更新され、又は当該任期の満了後引き続い

て特定職に採用されることに伴い、当該育

児休業に係る子について、当該更新前の任

期の末日の翌日又は当該採用の日ああああ

あを育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとすること。 

  （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規

則で定める期間を基準として条例で定める期

間） 

 第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の

人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間は、５７日間とする。 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算

して１年を経過しない場合に育児短時間勤務

をすることができる特別の事情） 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算

して１年を経過しない場合に育児短時間勤務

をすることができる特別の事情） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情は、次のとおりと

する。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情は、次のとおりと

する。 

 ⑴～⑸ ヽヽヽ（略）  ⑴～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 育児短時間勤務（この号の規定に該当し

たことにより当該育児短時間勤務に係る子

について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該

育児短時間勤務をした職員が、当該育児短

時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務

により当該子を養育するための計画につい

て育児休業等計画書  により任命権者に

申し出た場合に限る。）。 

 ⑺ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 育児短時間勤務（この号の規定に該当し

たことにより当該育児短時間勤務に係る子

について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該

育児短時間勤務をした職員が、当該育児短

時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務

により当該子を養育するための計画につい

て育児短時間勤務計画書により任命権者に

申し出た場合に限る。）。 

 ⑺ ヽヽヽ（略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次のとおりとする。 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次のとおりとする。 

⑴ ヽヽヽ（略） ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 次のいずれにも該当するごとの勤務時間

を考慮して規則で定める非常勤職員以外の

非常勤職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除

く。） 

 ⑵ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

を考慮して規則で定める非常勤職員以外の

非常勤職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除

く。） 

  ア 特定職に引き続き在職した期間が１年

以上である非常勤職員 

 



 

７－７ 

  イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して規則で定める非常勤職員 

 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場

合における措置等） 

 第２１条 任命権者は、職員が当該任命権者に

対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、又

は出産したことその他これに準ずる事実を申

し出たときは、当該職員に対して、育児休業

に関する制度その他の事項を知らせるととも

に、育児休業の承認の請求に係る当該職員の

意向を確認するための面談その他の措置を講

じなければならない。 

 ２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出

をしたことを理由として、当該職員が不利益

な取扱いを受けることがないようにしなけれ

ばならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

 第２２条 任命権者は、育児休業の承認の請求

が円滑に行われるようにするため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

  ⑴ 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

  ⑵ 育児休業に関する相談体制の整備 

  ⑶ その他育児休業に係る勤務環境の整備に

関する措置 

 （補則）  （委任） 

第２１条 ヽヽヽ（略） 第２３条 ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例による

改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に係る部分に

限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 

 



 

８－１ 

議案第８号 

陸前高田市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

陸前高田市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例（昭和５０年条例第１２号）

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

提案理由 

 セカンドオピニオン相談料の設定に伴い、所要の改正をしようとして提案するもの

である。 



 

８－２ 

   陸前高田市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例（昭和５０年条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（使用料等） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ 次の各号に掲げる使用料等の額は、算定方

法に定める１点単価の額に当該各号に掲げる

点数を乗じて得た額とする。 

 ⑴ 使用料 

  ア～エ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

  オ及びカ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ ヽヽヽ（略） 

３及び４ ヽヽヽ（略） 

（使用料等） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ 次の各号に掲げる使用料等の額は、算定方

法に定める１点単価の額に当該各号に掲げる

点数を乗じて得た額とする。 

 ⑴ 使用料 

  ア～エ ヽヽヽ（略） 

  オ セカンドオピニオン相談料 相談時間

３０分まで１，０００点、その後１５分

までごとに５００点を加えた点数とす

る。 

  カ及びキ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ ヽヽヽ（略） 

３及び４ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

９－１ 

議案第９号 

   陸前高田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例 

 陸前高田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条例第

８号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年９月２日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太 

 

 

 提案理由 

 消防団員の定数の見直し及び総務省消防庁が定めた非常勤消防団員の報酬等の基準

に基づき、消防団員の処遇改善を図るため、所要の改正をしようとして提案するもの

である。 

  



 

９－２ 

   陸前高田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す 

   る条例 

 

 

陸前高田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条例第

８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （定員） 

第２条 団員の定数は、８６５人とする。 

 （任用） 

第３条 消防団長（以下「団長」という。）

は、消防団の推薦に基づき市長が、その他の

団員は団長が、次の各号のあああ資格を有す

る者のうちから市長の承認を得て任用する。 

 ⑴ 陸前高田市内に居住する者ああああああ 

 ⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

 （分限） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 団員は、次の各号の一あああに該当するに

至ったときは、その身分を失う。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 陸前高田市外に転住したとき。 

 

第７条 ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （服務規律） 

 （定員） 

第２条 団員の定数は、６３９人とする。 

 （任用） 

第３条 消防団長（以下「団長」という。）

は、消防団の推薦に基づき市長が、その他の

団員は団長が、次の各号に掲げる資格を有す

る者のうちから市長の承認を得て任用する。 

 ⑴ 陸前高田市内に居住し、又は勤務する者 

 ⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

 （分限） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに

至ったときは、その身分を失う。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 第３条に規定する資格の要件を満たさな

くなったとき。 

第７条 ヽヽヽ（略） 

 （休団） 

第８条 消防団の活動に長期間従事することが

できない団員は、３年を超えない範囲で、消

防団の活動を休止（以下「休団」という。）

することができる。 

２ 前項の規定により団員が休団をしようとす

るときは、あらかじめ団長においては市長、

団長以外の団員にあっては団長の承認を受け

なければならない。 

３ 前項の規定は、休団をしている団員が復帰

しようとする場合において準用する。 

４ 休団をしている団員については、第９条及

び第１０条の規定は、適用しない。 

５ 休団をしている団員が復帰したときの当該

団員の階級は、当該休団をした日に当該団員

が属していた階級とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、休団に関し必

要な事項は、別に定める。 

 （服務規律） 

第８条 団員は、団長の招集によって出勤し、

職務に従事するものとする。ただし、招集を

第９条 団員は、団長の招集によって出勤し、

職務に従事するものとする。ただし、招集を



 

９－３ 

受けない場合であっても、水火災その他の災

害               の発生を

知ったときは、あらかじめ指定するところに

従い、直ちに出勤し、職務に従事しなければ

ならない。 

第９条～第１１条 ヽヽヽ（略） 

 （報酬） 

第１２条 団員には、次により報酬を支給す

る。 

 団長   年額 １７６，８００円 

 副団長  年額 １１２，８００円 

 分団長  年額  ８９，９００円 

 副分団長 年額  ５８，６００円 

 部長   年額  ５１，７００円 

 班長   年額  ２８，８００円 

 団員   年額  ２３，５００円 

２ 機械技術団員については、前項に定める報

酬額のほか、自動車、小型の各ポンプによ

り、最高４０，０００円を限度とし、１台に

つき１名に限り予算に定める額を加給する。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受けない場合であっても、災害（水火災又は

地震等の災害をいう。以下同じ。）の発生を

知ったときは、あらかじめ指定するところに

従い、直ちに出勤し、職務に従事しなければ

ならない。 

第１０条～第１２条 ヽヽヽ（略） 

 （報酬） 

第１３条 団員の報酬は、年額報酬及び出動報

酬とする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 団員に支給する年額報酬は、次の表のとお

りとする。 

区分 報酬額 

団長 １７６，８００円 

副団長 １１２，８００円 

分団長 ８９，９００円 

副分団長 ５８，６００円 

部長 ５１，７００円 

班長 ４１，０００円 

団員 ３６，５００円 

３ 前項の規定にかかわらず、年額報酬は、年

度途中において団員が次の各号のいずれかに

該当する場合は、それぞれの勤務した期間に

応じて月割りにより計算した額を支給する。 

 ⑴ 新たに団員となり、又はその職を退いた

とき。 

 ⑵ 報酬額の異なる区分に異動したとき。 

 ⑶ 休団している期間があるとき。 

４ 団員が次の各号に掲げる職務に従事する場

合には、当該各号に定めるところにより出動

報酬を支給する。 

 ⑴ 災害（捜索を含む） 一日につき 

   ３時間未満 ３,０００円 

   ３時間以上６時間未満 ６,０００円 

   ６時間以上 ８,０００円 

 ⑵ 警戒 一日につき ２,２００円 

 ⑶ 演習又は訓練 一日につき ２,２００ 

  円 

 （費用弁償） 

第１３条 ヽヽヽ（略） 

２ 用務地が陸前高田市内であるときは、前項

の規定にかかわらず、消防長又は団長が招集

した会議若しくは講習等に出席した場合又は 

 （費用弁償） 

第１４条 ヽヽヽ（略） 

２                  前項

の規定にかかわらず、消防長又は団長が招集

した会議若しくは講習等に出席した場合又は 



 

９－４ 

命令により火消その他の災害警戒のため出勤

した場合には、別に市長が定める費用弁償を

支給する。 

 （報酬等の支給方法） 

第１４条 第１２条及び前条に定めるもののほ

か、報酬及び費用弁償の支給方法について

は、特別職の職員の報酬及び費用弁償支給あ

ああああああああああああああああああああ

あああああの例による。 

第１５条 ヽヽヽ（略） 

 （退職報償金） 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

第１７条及び第１８条 ヽヽヽ（略） 

命あああああああああああ令あああああああ

した場合には、市長が別に定める費用弁償を

支給する。 

 （報酬等の支給方法） 

第１５条 第１３条及び前条に定めるもののほ

か、報酬及び費用弁償の支給方法について

は、陸前高田市特別職の職員の給与並びに旅

費及び費用弁償に関する条例（昭和４６年条

例第９号）の例による。 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

 （退職報償金） 

第１７条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 第８条に定める休団をした期間がある団員

については、前項に定める退職報償金の額を

算定する場合において、当該休団をした期間

を勤務年数に算入しないものとする。 

第１８条及び第１９条 ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正部分は、令和

４年１０月１日から施行する。 


